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(57)【要約】
【課題】放射線の被曝量の計測及び被曝強度分布、並び
に被曝積算量を簡易に計測することができる応力発光体
を提供する。
【解決手段】本発明によれば、放射線被曝量に応じた発
光強度で発光する応力発光体を用いる。被曝により応力
発光体に形成される格子欠陥が長期間保持されるため、
当該格子欠陥を用いれば被曝量の積算についても記憶装
置等の構成を別途用いることなく簡易に計測することが
できる。
【選択図】　図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　放射線照射量及び放射線照射積算量を計測する放射線計測に用いられる応力発光体。
【請求項２】
　放射線照射量と、応力発光強度とは、比例関係にある請求項１に記載の、放射線計測に
用いられる応力発光体。
【請求項３】
　放射線照射積算量と、応力発光体を紫外線励起して得られる蛍光の残光強度とは、比例
関係にある請求項１に記載の、放射線計測に用いられる応力発光体。
【請求項４】
　放射線の入射粒子数に対して発光強度が線形性を示す請求項１から３までの何れか１項
に記載の、放射線計測に用いられる応力発光体。
【請求項５】
　請求項１から４までの何れか１項に記載の放射線計測に用いられる応力発光体と、
　上記応力発光体の発光を検出し、発光量を測定する発光量測定手段と、
　上記発光量測定手段の測定結果に基づいて、放射線量を算出する算出手段と、を備えて
いることを特徴とする放射線計測システム。
【請求項６】
　更に、上記算出手段には、上記発光量測定手段の測定結果を処理して放射線被曝の強度
分布を生成する処理手段が設けられている請求項５に記載の放射線計測システム。
【請求項７】
　請求項１から４までの何れか１項に記載の放射線計測に用いられる応力発光体を有する
物品。
【請求項８】
　請求項１から４までの何れか１項に記載の応力発光体を、繊維材料と混合して得られる
衣料品。
【請求項９】
　請求項１から４までの何れか１項に記載の応力発光体を含有する塗料。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、放射線計測に用いられる応力発光体、及び当該応力発光体を備えた放射線計
測システムに関し、より具体的には、放射線の照射量及び強度の空間分布をリアルタイム
でモニタリングすることができるとともに、イメージングプレートとして照射の積算量を
併せて計測することができる応力発光体、及び当該応力発光体を備えた放射線計測システ
ムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、放射線を取り扱う施設には、施設内の放射線を管理するため及び放射線取扱者の
放射線被曝量を管理するために線量計が使用されている。この線量計は、蛍光ガラス線量
計、熱ルミネセンス線量計（以下、ＴＬＤという）、フィルムバッジや電子線量計などで
ある。
【０００３】
　このうち蛍光ガラス線量計、ＴＬＤ、フィルムバッジは、例えば、放射線サービス機関
などの第三者によりレーザの照射、熱処理、現像といった工程を経て被曝線量が測定され
、その測定結果が施設管理者及び放射線取扱者に報告されている。
【０００４】
　これに対して電子線量計は、内部に組み込まれた半導体を用いた検出器で被曝線量を測
定し表示部から測定値を表示させる構成であるため、放射線取扱者本人がその場で被曝線
量を確認することが可能である。
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【０００５】
　図３は、即答性を有している電子線量計の一例の構成である。この電子線量計３０１は
、一般的に、一端を閉塞した筒状の本体ケース３０２と、この本体ケース３０２の開口と
嵌合するキャップ３０３とから構成されている。この本体ケース３０２の一側面には被曝
線量を表示する表示部３０４と、被曝線量の測定開始・終了及び前記表示部３０４を作動
させるスイッチ３０５が形成されており、表示部３０４の裏面には衣服に電子線量計３０
１を取り付けるホルダ３０６が形成されている。本体ケース３０２の中空部には被曝線量
を検出し測定する半導体を用いた検出器（図示せず）が組み込まれ、本体ケース３０２の
開口付近には電子線量計３０１の駆動源となるバッテリー３０７が着脱自在に取り付けら
れている。この電子線量計３０１での被曝線量の測定は、スイッチ３０５を押圧すること
によって検出器が作動し、その測定値は表示部３０４に刻一刻と変化し表示される。
【０００６】
　しかしながら、スイッチ３０５を押圧することによって、表示部３０４の表示が消える
とともに検出器が停止するため、測定した被曝線量が記憶されずに消滅してしまう。測定
した被曝線量を記憶又は記録するためには、電子線量計３０１の内部に記憶機能を追加す
る又は外部記録装置に被曝線量を記録するなどして被曝線量の積算値を管理しなければな
らなかった。また、こうした線量計は、物理実験において放射線照射量の計測にも用いら
れている。むしろ、放射線被爆量は、物理的に計測される放射線照射量から生体での被曝
線量に換算される量であり、以下、放射線照射量を中心に扱う。
【０００７】
　ところで近年では、特許文献１にあるように、誘導加速方式のシンクロトロンで陽子か
らクラスターイオンまでの重イオンをGeV域まで加速することができる技術が開発されて
いる。そのため、これらの広範囲のビームのプロファイル（空間的、時間的な分布）を計
測することができる計測器（計測システム）が特に渇望されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特許第３８９６４２０号（登録日：平成１９年１月５日）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　上述のように、これまでは、放射線の照射量をその場でモニターできるだけでなく、照
射および被曝の強度分布についても視覚的にモニターでき、且つ、照射および被曝の積算
量を計測することができる簡易な構成の放射線計測系は知られていない。
【００１０】
　また、イオン加速器のビームプロファイル測定用に、また宇宙や高エネルギー物理分野
において、重イオンを検出することができ、同時に積算されたビームの空間分布を記録で
きるイメージングプレートの特性を兼ね備えた計測器が渇望されている。
【００１１】
　そこで、本発明は上述した問題点に鑑みてなされたものであり、その目的は、放射線の
照射および被曝量の計測（モニター）を簡易に実現することができるとともに、被曝積算
量についても簡易に計測することができる放射線計測系を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本願発明者らは、応力発光体が放射線を受けて発光し、照射被曝量及びその積算量に応
じた発光強度を呈することを見出し、本願発明を完成するに至った。また、積算量は、放
射線照射後、紫外線で励起した蛍光の残光強度、或いは熱ルミネッセンスからも確認でき
る。
【００１３】
　すなわち、本発明に係る応力発光体は、上述した問題を解決するために、放射線照射量
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及び放射線照射積算量を計測する放射線計測に用いられることを特徴としている。
【００１４】
　また、上記の構成において、放射線照射量と、応力発光強度とは、比例関係にあること
が好ましい。
【００１５】
　また、上記の構成において、放射線照射積算量と、応力発光体を紫外線励起して得られ
る蛍光の残光強度とは、比例関係にあることが好ましい。
【００１６】
　更に、上記の構成において、放射線の入射粒子数に対して発光強度が線形性を示すこと
が好ましい。
【００１７】
　また、本発明に係る放射線計測システムは、上記の構成を備えた放射線計測に用いられ
る応力発光体と、上記応力発光体の発光を検出し、発光量を測定する発光量測定手段と、
上記発光量測定手段の測定結果に基づいて、放射線量を算出する算出手段と、を備えてい
ることを特徴としている。
【００１８】
　また、本発明に係る放射線計測システムは、上記の構成に加えて、更に、上記算出手段
には、上記発光量測定手段の測定結果を処理して放射線被曝の強度分布を生成する処理手
段が設けられていることが好ましい。
【００１９】
　また、本発明には、上記の構成を備えた放射線計測に用いられる応力発光体を有する物
品も含まれる。また、本発明には、上記の構成を備えた放射線計測に用いられる応力発光
体を、繊維材料と混合して得られる衣料品も含まれる。また、本発明には、上記の構成を
備えた放射線計測に用いられる応力発光体を含有する塗料も含まれる。
【発明の効果】
【００２０】
　以上のように、本発明に係る応力発光体は、放射線照射量及び放射線照射積算量を計測
する放射線計測および放射線分布計測に用いられることを特徴としている。また、本発明
に係る放射線計測システムは、以上のように、上記の構成を備えた放射線計測に用いられ
る応力発光体と、上記応力発光体の発光を検出し、発光量を測定する発光量測定手段と、
上記発光量測定手段の測定結果に基づいて、放射線被曝量を算出する算出手段と、を備え
ていることを特徴としている。
【００２１】
　上記の構成によれば、放射線の照射量の計測及び照射強度の空間分布を視覚的に簡易に
実現することができるとともに、普通のイメージングプレートに代わって被曝積算量につ
いても簡易に計測することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１】本発明に係る、放射線計測に用いられる応力発光体を用いて、放射線照射による
発光の様子を示した図である。
【図２】本発明に係る、放射線計測に用いられる応力発光体を用いて、放射線照射後、紫
外線励起した蛍光の３０分の残光強度と、放射線照射相対量との関係を示したグラフであ
る。
【図３】従来構成を示した図である。
【発明を実施するための形態】
【００２３】
　以下に、本発明に係る放射線計測に用いられる応力発光体の一実施形態を説明する。
【００２４】
　本願発明者らは、応力発光体に放射線を照射することによって、被曝量に応じた発光強
度を呈し、被曝分布を簡易に、すなわち視覚的に計測することが可能であり、且つ、被曝



(5) JP 2010-235837 A 2010.10.21

10

20

30

40

50

積算量についても併せて計測することができることを見出し、本願発明を完成するに至っ
た。
【００２５】
　〔放射線計測に用いられる応力発光体〕
　本実施形態における、放射線計測に用いられる応力発光体は、発光粒子を含有する。
【００２６】
　上記発光粒子は、母体材料に発光中心を添加させたものである。母体材料に発光中心を
添加させることによって、発光強度を飛躍的に向上させることができる。
【００２７】
　上記母体材料としては、例えば、スタフドトリジマイト構造、三次元ネットワーク構造
、長石構造、格子欠陥制御をした結晶構造、ウルツ構造、スピネル構造、コランダム構造
又はβ－アルミナ構造を有する酸化物、硫化物、リン酸塩、ケイ酸塩、炭化物又は窒化物
が挙げられる。
【００２８】
　上記発光中心としては、Ｓｃ，Ｙ，Ｌａ，Ｃｅ，Ｐｒ，Ｎｄ，Ｐｍ，Ｓｍ，Ｅｕ，Ｇｄ
，Ｔｂ，Ｄｙ，Ｈｏ，Ｅｒ，Ｔｍ，Ｙｂ，Ｌｕの希土類イオン、及び、Ｔｉ，Ｚｒ，Ｖ，
Ｃｒ，Ｍｎ，Ｆｅ，Ｃｏ，Ｎｉ，Ｃｕ，Ｚｎ，Ｎｂ，Ｍｏ，Ｔａ，Ｗの遷移金属イオンが
挙げられる。
【００２９】
　発光強度は、母体材料と発光中心との組み合わせによって異なる。そのため、母体材料
として、例えばストロンチウム及びアルミニウム含有複合酸化物を用いる場合、発光粒子
として、ｘＳｒＯ・ｙＡｌ２Ｏ３・ｚＭＯ（Ｍは二価金属、Ｍｇ，Ｃａ，Ｂａ，ｘ，ｙ，
ｚは整数である。すなわち、Ｍは二価金属であれば限定されるものではないが、Ｍｇ、Ｃ
ａ、Ｂａが好ましい。またｘ，ｙ，ｚは１以上の整数を表す。）、ｘＳｒＯ・ｙＡｌ２Ｏ

３・ｚＳｉＯ２（ｘ，ｙ，ｚは整数である）を用いると、応力に対して敏感な応力発光体
となるため好ましい。中でも、ＳｒＭｇＡｌ１０Ｏ１７：Ｅｕ、（ＳｒｘＢａ１－ｘ）Ａ
ｌ２Ｏ４：Ｅｕ（０＜ｘ＜１）、ＢａＡｌ２Ｓｉ２Ｏ８：Ｅｕ等であれば、応力に対して
特に敏感な応力発光体となるため良い。
【００３０】
　ここで、応力発光体の製造方法の一形態を説明する。
【００３１】
　母体材料に添加する発光中心となる材料としては、例えば希土類金属や遷移金属、これ
らの化合物などが用いられ、希土類金属や遷移金属の化合物としては、例えば酸化物、硝
酸塩などが挙げられる。また、原料として母体材料を形成しうる化合物を用いる場合、該
原料化合物としては、酸化物（例えば酸化イットリウム、酸化ケイ素、酸化バリウム、酸
化マグネシウムなど）や、炭酸塩（例えば炭酸バリウム、炭酸マグネシウムなど）や、ハ
ロゲン化物（例えば塩化ケイ素、塩化イットリウム、塩化マグネシウムなど）や、有機ケ
イ素化合物（例えばテトラエトキシシリコン）のようなアルコキシ置換化合物などが挙げ
られる。
【００３２】
　また、本実施形態における応力発光体は、このような原料化合物を用いる場合、ゾルゲ
ル法や共沈法などで製造することもできる。例えば共沈法としては、所定母体材料形成に
所要の原料化合物を組み合わせ、これらの粉末を適当な溶媒に溶解して溶液を調製したの
ち、ｐＨ調整等の適当な手段で共沈させる方法などが用いられる。
【００３３】
　発光中心となる材料の添加量は０．０１～２０モル％の範囲で選ばれる。この添加量が
０．０１モル％に満たない場合には、発光強度の向上が不十分であり、一方、２０モル％
を超えると発光効率が低下して実用に適さない。
【００３４】
　また、本実施形態における応力発光体は、以下に示す方法によって、効率よく製造する



(6) JP 2010-235837 A 2010.10.21

10

20

30

40

50

ことができる。まず、上記母体材料の粉末に対し、希土類金属及び遷移金属の中から選ば
れた少なくとも１種の金属の酸化物の粉末を、金属原子換算で０．０２～１．０モル％の
割合で添加し、十分に混合する。この希土類金属や遷移金属の酸化物粉末の添加量が上記
範囲を逸脱すると十分な発光効率が得られにくくなる。
【００３５】
　次に、この混合粉末を、窒素ガスやアルゴンガス中、あるいは真空中などの不活性雰囲
気中、９００～１１００℃の範囲の温度まで徐々に昇温して仮焼して、この仮焼粉末を所
望形状に加圧成形したのち、これを水素ガス中などの還元雰囲気中、１２００～１６００
℃の範囲の温度にて、３０～４００分間程度焼成するか、あるいは該混合粉末を水素ガス
中などの還元雰囲気中、１２００～１６００℃の範囲の温度にて、３０～４００分間程度
焼成することにより、所望の応力発光体を得ることができる。
【００３６】
　〔発光のメカニズム〕
　上記応力発光体の放射線照射による発光のメカニズムは、次の通りである。
【００３７】
　上記応力発光体に放射線が照射されると、結晶構造に格子欠陥が形成される。応力発光
体の発光は、当該応力発光体のキャリア捕獲準位に起因しており、形成された格子欠陥が
、新たなキャリア捕獲準位として働き、その後、室温の熱エネルギーによって時間の経過
とともに捕獲されたキャリアが開放され、発光中心のところで結合することにより光が生
ずる。つまり、放射線によって応力発光体内に構造欠陥が形成されることにより、その欠
陥が一次又は二次のキャリア捕獲中心として働くことにより発光が維持される。
【００３８】
　また、イオンによる電離に伴う励起によって発光が起こる。これは、応力発光材が欠陥
による励起状態からの発光特性が強いという性質を有するため、イオンビーム（重イオン
ビーム）が入射すると電離相互作用が起こって応力以上に励起状態が形成され、より一層
強く発光するものと考えられる。
【００３９】
　励起エネルギーが高いと原子は結晶格子点を飛び出す、あるいは、熱エネルギーとして
周りに伝えられて結晶全体がざわつき、やがて緩和過程に入る。ある原子は空孔に収まり
ビームが飛び込んだ時よりは回復した状態の結晶ができることもある。残された欠陥は、
結晶における原子配位ポテンシャル的に安定したものであり、永久的な跡として見えるた
め、こうした欠陥が照射の都度増えることになる。また、積算量は、放射線被爆後、紫外
線で励起した蛍光の残光強度、或いは熱ルミネッセンスからも確認できる。
【００４０】
　すなわち、配位ポテンシャルの関係で、緩和過程で結晶格子の空孔に戻れなかった格子
間原子と空孔が欠陥としてある割合で残り、照射回数とともに欠陥数が増える。そのため
、欠陥数と照射積算量との間に比例関係が生じることになる。一方、紫外線励起によって
発光させて蛍光の残光強度は欠陥数に比例しているため、残光強度から照射量の積算を実
現することができる。
【００４１】
　特に本実施形態における応力発光体は、重イオンビームを照射したときに形成される格
子欠陥が非常に安定で、室温で長時間経過しても全く変化しない（本願の出願時点で半年
経過後のもので確認済み）。また、６００℃までの高温で処理してもなくならない。すな
わち、本実施形態における応力発光体は、重イオンビームによる被曝量及び被曝積算量を
測定することが可能である。残光強度による積算量の計測は放射線照射後半年でも実証さ
れた。
【００４２】
　また、重イオンビームの直接測定は、入射時の発光量を測定することにより実現できる
。また、応力発光材の発光の即応性から時々刻々変化するビームプロファイルの測定も可
能である。
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【００４３】
　ここで重イオンビームとは、ヘリウムより重い原子より電子をはぎとった原子核（イオ
ン、荷電粒子）を加速した粒子線のことを指す。重イオンビームとしては、Ａｒイオンビ
ーム、Ｆｅイオンビーム、Ｘｅ, Ｌａ, Ｄｙ, Ｅｕイオンビームなどが挙げられるが、こ
れに限定されるものではない。
【００４４】
　〔放射線計測システム〕
　本実施形態における放射線計測システムについて説明する。
【００４５】
　本実施形態における放射線計測システムは、上記応力発光体と、応力発光体の発光を検
出し、発光量を測定するカメラ（発光量測定手段）と、当該カメラによって測定された発
光量に基づいて発光量を測定する発光量測定部（発光量測定手段）と、当該発光量測定部
の測定結果に基づいて放射線量を算出する算出部（算出手段）とを備えている。
【００４６】
　上記カメラには、集光レンズ及び撮像素子が設けられている。応力発光体からの光は、
集光レンズで集光され、撮像素子で受光される。撮像素子では光電変換が行われ、その出
力信号が上記発光量測定部に出力される。尚、カメラは、光電子倍増管で光を電気に変換
し、電気信号の増幅はＣＭＯＳなどの高性能の電子回路を用いるように構成されていても
よい。
【００４７】
　上記発光量測定部では、上記出力信号を入力して、当該出力信号に基づいて発光強度を
測定する。
【００４８】
　上記算出部では、上記発光強度を入力し、当該発光強度に基づいて放射線による被曝量
を算出するよう構成されている。ここで、被曝量（Sv）は、物理的に測定できる照射線量
(Gray：エネルギー吸収線量)に対して生物学的な効果を示す計数を乗じて与える量である
ため、照射線量から被曝量に換算することができる。
【００４９】
　これらの構成により、応力発光体の発光から放射線被曝量を計測することができ、また
、放射線被曝積算量も計測することができる。
【００５０】
　また、上記算出部には、上記発光量測定部の測定結果を処理して放射線被曝の強度分布
を生成する処理部（処理手段）が設けられているので、或る範囲内での放射線被曝の強度
分布も確認することができる。
【００５１】
　従来のシンチレータで構成された計測系は、発光量が低いために光電子増倍管との組合
せが必要であり、また、発光スペクトルが光ファイバーでの伝送に適した赤外領域から離
れているために波長シフタを搭載した複雑な構成からなっているし、測定系によってビー
ムが破壊されてしまうため常時ビーム軌道に入れることができない。また、例えばタング
ステン線を十字状格子に組んで、その線にビームが衝突した際の2次電子を測定してビー
ム分布を測定するワイアーモニターがあるが、得られる分布が粗いという欠点がある。一
方、本実施形態のシステムは、極めて薄いシートをベースにしていて、簡素化することが
できる。また、発光特性も優れているので望遠システムとも組み合わせて撮像部分をシー
トから放すことも可能で、放射線による測定系の損傷を避けることが可能である。さらに
薄いシートであり、ビームへの影響が少ないので、長時間ビームに曝すことも可能で積算
量の計測が可能である。
【００５２】
　また、上述した照射の積算量を求めるために、本実施形態における放射線計測システム
には、本実施形態における応力発光体を励起させるための励起手段が更に設けられていて
もよい。励起手段としては、応力発光体に応力を生じさせる手段を挙げることができるが
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、これに限定されるものではない。
【００５３】
　尚、本実施形態における応力発光体は、被曝量に応じて発光強度が異なっており、発光
の強弱を視覚的に確認することができる。この場合、上記カメラに接続された表示装置を
介して確認することも可能である。
【００５４】
　また、システムには上記した構成以外にも搭載することが可能である。例えば、計測結
果を保存しておくことができる記憶装置を搭載してもよい。
【００５５】
　〔応力発光体を有する物品〕
　例えば、本実施形態の応力発光体は、繊維材料と混合することによって放射線被曝箇所
が発光する布材を提供することができる。これにより、放射線を取り扱う者が、当該布材
で作られた衣服を着用することにより、万が一、被曝をした場合であっても、被曝箇所を
タイムリー且つ容易に確認することが可能となる。
【００５６】
　また、本実施形態の応力発光体は、支持板上に形成することによって、従来のフィルム
バッチのようなタイプの放射線計測計（線量計）として提供することができる。この場合
、支持板上への形成方法は、特に限定されるものではないが、応力発光体自体を薄膜に形
成し、これを支持板上に貼り付ける方法であってもよく、あるいは、応力発光体を塗料と
混合して、これを支持板上に塗布することによって形成してもよい。
【００５７】
　また、本実施形態の応力発光体をバインダー等と混合することによって塗料の形態とし
て用いるも可能である。この塗料は、例えば、漏洩放射線の検出に使用することが可能で
ある。
【００５８】
　尚、本発明は上述した実施形態に限定されるものではなく、請求項に示した範囲で種々
の変更が可能である。
【００５９】
　また、本発明は、以下の点を特徴としていると換言することができる。すなわち、本発
明は、応力発光体を有し、当該応力発光体の発光に基づいて放射線の被曝量及び／または
被曝積算量を計測することができる線量計にあると換言することもできる。
【００６０】
　以下、実施例に基づいて、放射線計測に用いられる応力発光体をより具体的に説明する
が、本発明はこれに限定されるものではない。当業者は本発明の範囲を逸脱することなく
、種々の変更、修正、および改変を行うことができる。
【実施例】
【００６１】
　本発明に係る、放射線計測に用いられる応力発光体に、放射線を照射して、発光強度を
測定した。図１～図３はその結果を示している。
【００６２】
　本実施例で用いた応力発光体、及び照射条件は以下の通りである。
【００６３】
　　試料：Ｓｒ０．９５Ｅｕ０．０１Ａｌ２Ｏ４応力発光体
　　照射条件：鉄イオン（エネルギー５００ＭｅＶ／ｕ）
　　鉄イオン束：１×１０６－６×１０８ｐｐｓ範囲で様々の強度で実施した
　　照射温度 ：２５℃
　　発光測定：３００～８００ｎｍの蛍光スペクトル（蛍光分光度計、日本分光製）。
【００６４】
　図１は、異なる照射量で応力発光体に生じる発光を確認した写真である。図１に示すよ
うに、照射量が多くなるにつれて、発光強度が高くなっていることが分かる。
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【００６５】
　次に、本実施例の応力発光体が、照射を終えた後でも残光を確認できる点を確認した。
図２は、照射終了後、紫外線励起した応力発光体の蛍光の３０分後の残光の様子を、残光
強度と照射量相対値との関係から示したグラフである。図２から、照射を終えた後でも残
光を確認することができ、更に、残光強度と照射量とがおおよそ比例関係にあることが示
された。これにより、残光強度から照射量を逆算することができることがわかる。尚、こ
の残光強度と放射線照射積算量の関係は、放射線照射３日後の測定結果であるが、照射１
週間後でも、１ヶ月でも、さらに６ヶ月後で同様な関係があることが確認された。
【産業上の利用可能性】
【００６６】
　本発明に係る応力発光体は、放射線被曝量及び被爆積算量を計測する線量計（フィルム
バッチ等）に利用することができる他、繊維材料と混合することにより、衣服自体に放射
線計測を実現することができる。また本発明に係る応力発光体は塗料として用いることが
でき、イオンビーム照射場の漏洩放射線やアルファー線放出放射性アイソトープの検知に
使うことができる。

【図２】 【図３】
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